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New technologies such as AI and ICT have the potential for park management methods, including maintenance 

and operation. We conducted a comprehensive survey by literature survey and interviews. This report presents the 
outline of the results and an example of new technologies that are applicable and expected to be promoted in city 
parks. 

 
［研究目的及び経緯］ 

近年、各種公共事業等を効率的・効果的に行うため

に、AIや ICT等を活用した新技術の適用が検討及び実

施されている。都市公園分野でも、一部の公園で既に

適用されているもの、他の事業分野では用いられてお

り適用可能と考えられるもの、適用・実用化にあたっ

て試行実験が必要なもの、有用と思われるがその適用

について検討されていないものなど様々な段階の新技

術が存在すると考えられるが、こうした新たな動向を

とりまとめての紹介は行われていない。 

そのため、国土技術政策総合研究所緑化生態研究室

では、これら新技術について、特に都市公園の効率的・

効果的な維持・管理及び運営の推進を図るため、総括

的な調査及びその利用状況や適用可能性についての検

討を令和 2年度より実施している。 

令和 2 年度は、都市公園の維持・管理及び運営分野

で適用可能と考えられる AI や ICT 等の新技術につい

て、文献調査、ヒアリング調査などによる総括的調査

を実施し、さらに、都市公園への適用可能と判断され

た 5 つの新技術についてのケーススタディーを行った。 

［研究内容］ 

1. 事例の調査 

本調査は、都市公園の特徴を生かした、当該事業に

おいて適用可能と考えられる新技術を対象とし、主

に、公園の維持・管理及び運営の視点を重視した。な

お、新技術については、普及が進んでいない既存技術

及び既存技術の新しい利用方法を含むものとし、①公

園施設管理、②利用者実態把握、③公園情報の蓄積、

提供及び発信（PR）、④来園者へのサービス提供、⑤

その他（①～④に該当しないもの）の 5つの目的で区

分した。また、調査対象分野は、都市公園事業だけで

はなく、都市公園以外の公共事業（河川、道路、営繕

等）や民間分野を含むものとした。 

調査項目は、該当技術の概要・特徴、他分野及び公

園分野での利用実績や現時点での適用段階、導入条

件、維持管理方法、導入・運用にあたってのコストと

した。対象事例数は、100事例程度とし、新技術の対

象が偏らないように、前述した 5つの目的毎に 10事

例以上収集することとした。調査の方法は、ウエブサ

イト、学術論文、業界誌等の文献調査を基本として実

施した。 

2. 都市公園での適用可能性についての検討 

1.で収集した個別の新技術の事例のうち 30 程度の

事例に関し、都市公園での適用可能性について検討を

行った。検討項目は、具体的目的、適用可能な公園規

模、適用した場合のメリット、課題、実用化にあたって

の注意点（都市公園での適用可能性が高いと判断され

た場合）、適用可能性についてそれぞれの事例毎にとり

まとめた。 

3.ケーススタディー 

2.で調査した事例のうち、適用可能と判断された新

技術について、5ケース程度のケーススタディーを実

施した。実施にあたっては、公園の立地、公園種別、

規模等を勘案し、該当する新技術の導入・運用にかか

るコスト、利用者・公園管理者にとっての利便性・有

用性、リスク、課題等について検討を行い、とりまと

めた。 

［研究成果］ 

1. 事例の調査及び都市公園での適用可能性について

の検討 

収集した 104事例から、［研究内容］1.で述べた公

園の維持・管理及び運営に資する 5つの目的毎に新技

術の活用目的・方法を分類した表を表-1に示す。こ

の結果からも、都市公園の運営維持管理業務の観点か

ら一定程度活用が期待されることがわかった。 

 また、上記で収集した個別の新技術の事例のうち表

-1に示す 31事例に関し、［研究内容］2.で述べた公

園での適用可能性について検討を行った。 

2.ケーススタディー 

 ケーススタディーは、①アプリによる公共施設の不

具合通報、②ロボットによる自動芝刈り、③携帯電話

基地局データによる利用者実態の把握、④ドローンに

よる現場撮影、⑤QR コードによる公園内の外国語対

応の 5事例で行った。 



 

 

表-1 新技術の活用目的・方法を元にした分類 

 

このうち⑤の技術の概要及びケーススタディーによ

る検討結果の一部について述べる。 

2.1 技術の概要 

 外国人利用者の満足度向上を目指すために、多言語

対応の環境整備を図る必要がある。 

現状では、公園管理者が常駐していない場合、公園

を訪れた外国人に対して適切な案内ができない。また、

既設看板の場合、スペースの関係から外国語を新たに

表示することが難しい、又は記載できる外国語の種類

が限られるなどの問題が存在する。そのため、QRコー

ドを用いて、多国籍の外国人へ母国語での案内を提供

することで、訪日外国人旅行者等の安全・安心な公園

利用を実現し、利用者満足度を向上させることが可能

となる。 

図-1のシステムは、国土交通省近畿地方整備局で開

発され、現在、神戸市で運用を行っている Smart 

Guidance である。道案内的な利用が主ということであ

るが、施設案内も可能であり、大規模公園等における

導入検討も期待される。 

 
図-1 Smart Guidance全体イメージ 1） 

2.2 ケーススタディーによる検討 

（1）ケースの設定 

公園の種別・規模に関わらず適用が可能な技術であ

るため、外国人利用者が多く、活用が見込まれる国営

海の中道海浜公園（供用面積約 350ha）を対象とした。 

（2）公園への適用 

公園内の案内看板 20 箇所に、計 10 か国語に対応し

た QRコードを貼付し、外国語に対応した利用案内やイ

ベント告知、注意事項等の情報を提供することとした。 

（3）導入・運用コスト等（メーカーヒアリング結果） 

 表-2に導入・運用コスト等の検討結果を示す。 

表-2 導入・運用コスト等 

［成果の活用］ 

今後、公園管理者の現場のニーズや新技術の開発者

側のシーズについて調整を図りながら検討を進める予

定である。あわせて、早期に適用可能で効果的・効率的

な都市公園の維持・管理及び運営に結び付くものや、

有望ではあるが課題解決やマニュアル化が必要なもの

などを選定し、試行実験等も念頭に詳細に調査を実施

していく予定である。 
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コスト 項目 合計 

イニシャルコスト 
ウエブページ構築、現地
調査、QR コード貼付作業 

約数十万 
～数百万円 

ランニング 
コスト（年間） 

ライセンス費 
ウエブページ管理費 

約数十万 
～約 150万円 


